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平成 26 年度診療報酬改定や消費増税後半年が経過したことに伴い、各病院に与えている影響や

その対応状況についてアンケートを実施し

診療報酬改定の影響については病院ごとに

のよりも、消費増税の方が病院経営に与える影響は

時点での入院基本料等を維持する方向性が強く

られなかった。一方、医療連携体制

の紹介・受け入れ等において、在宅復帰の有無が連携体制の構築に

から、病床機能変更の動きは今後

 

 

はじめに 

福祉医療機構では、平成 26 年度診療報酬改

定や消費増税後半年が経過したことに伴い、平

成26年5月のアンケート 1に引き続き各病院に

与えている影響やその対応状況について、当機

構の事業報告システムによる申請を行ってい

る貸付先 1,957 施設（1,334 法人）を対象に

平成 26年 10 月 6 日（月）から 10

にかけて WAM NET を活用した WEB

トを実施した。218 施設（171 法人）より

（図表 1）回答先病院の病床規模

※ グラフ内の数値は回答数
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診療報酬改定等の影響に関するアンケートの分析

消費増税後半年が経過したことに伴い、各病院に与えている影響や

アンケートを実施し、その結果について分析を行った。

については病院ごとにかなり温度差もあり、収支については報酬改定

、消費増税の方が病院経営に与える影響は大きい結果となった。また

での入院基本料等を維持する方向性が強く、現時点では診療報酬改定等に伴う大きな動きは

医療連携体制を構築する動きはスタートしており、各医療機関における患者

の紹介・受け入れ等において、在宅復帰の有無が連携体制の構築に左右することも

今後加速していくものと推測される。 

年度診療報酬改

や消費増税後半年が経過したことに伴い、平

に引き続き各病院に

与えている影響やその対応状況について、当機

事業報告システムによる申請を行ってい

法人）を対象に、

10 月 19 日（日）

WEB 上のアンケー

法人）より回答

（回収率 11.1%）があり、

について分析を行った。 

 

1. 回答先病院の傾向 

【地域包括ケア病棟入院料

括ケア入院医療管理料は

今回のアンケートにおける回答先

床規模については、「100

39％と最も多く、次いで「

となっている（図表 1）。
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分析結果について 

消費増税後半年が経過したことに伴い、各病院に与えている影響や

について分析を行った。 

温度差もあり、収支については報酬改定そのも

また平成 26 年 10 月 1日

診療報酬改定等に伴う大きな動きは見

、各医療機関における患者

ことも見込まれること

があり、そのアンケート結果

 

 

地域包括ケア病棟入院料は 11％、地域包

は 6％の構成割合】 

おける回答先病院の病
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％と最も多く、次いで「99 床以下」が 26％
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この構成割合を前回のアンケート調査（平成

26 年 5 月）と比較すると、「99 床以下

各病床規模とも前回調査よりも、その割合は高

くなっている。その要因としては、今回のアン

ケートにおいて、対象範囲に病床規模の大きい

精神病床のみを有する病院を加えた結果、全体

的に病床規模が大きくなったものと思料され

る。 

（図表 2）平成 26 年 10 月 1 日時点における入院基本料等の構成割合

※ ％は病院数を分母とし、その病院が算定する入院基本料等（複数回答）を分子としていること

から、合計は 100％とならない。
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この構成割合を前回のアンケート調査（平成

床以下」を除き

前回調査よりも、その割合は高

くなっている。その要因としては、今回のアン

ケートにおいて、対象範囲に病床規模の大きい

精神病床のみを有する病院を加えた結果、全体

的に病床規模が大きくなったものと思料され

また平成 26年 10月 1日時点で算定している

入院基本料等の構成割合については、「療養病

棟」が 47％と最も高く、次いで「

基本料」が 31％となっている（図表

26 年 4 月より新たに算定された「地域包括ケア

病棟入院料」、「地域包括ケア入院医療管理料」

については、それぞれ 11％、

日時点における入院基本料等の構成割合 （複数回答）

％は病院数を分母とし、その病院が算定する入院基本料等（複数回答）を分子としていること

％とならない。 
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日時点で算定している

の構成割合については、「療養病

％と最も高く、次いで「10 対 1 入院

％となっている（図表 2）。平成

月より新たに算定された「地域包括ケア

病棟入院料」、「地域包括ケア入院医療管理料」

％、6％となっている。 

（複数回答） 

 

％は病院数を分母とし、その病院が算定する入院基本料等（複数回答）を分子としていること 
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2. 平成26年4月から9月までの収支実績

【患者数の減少や消費増税の影響を受け

利益は減少傾向】 

平成 26 年 4 月から 9 月までの収支実績につ

いては、収入では「大幅または若干の

なった」と回答した割合は 36％となる

用では「大幅または若干の費用増となった」と

回答した割合は 75％となり、利益

または若干の利益減となった」と回答した割合

は 53％となった（図表 3）。 

前回のアンケートでは「大幅または若干の利

益減となる」と回答した割合は 73

 

（図表 3）平成 26 年 4 月から 9 月までの収支実績

※ グラフ内の数値は回答数 

 

さらに収支実績に及ぼした影響

入に関しては、「患者数の減少」と回答等する

割合が最も高い一方、費用に関しては、「消費

増税による影響」と回答する割合が高くなって

いる（図表 4）。なお、支出のその他としては、

「人件費等の増加」を挙げる意見が多数であった。
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月までの収支実績 

患者数の減少や消費増税の影響を受け、

月までの収支実績につ

収入では「大幅または若干の収入増と

となる一方、費

用では「大幅または若干の費用増となった」と

利益では、「大幅

利益減となった」と回答した割合

前回のアンケートでは「大幅または若干の利

73％であったこ

とを踏まえると、各病院ともに入院基本料等

切り替えや医薬品・医療材料費の削減など、

支両面における様々な方法

結果、やや改善したと捉えることができる。一

方でやはり利益減は避けらない状況

のと思料される。 

また前回のアンケート

くなるほど利益減となると回答した割合が高

かったのに対し、今回のアンケートではその特

徴の一つに、全体的に病床規模

が見られなかった点があげられる
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さらに収支実績に及ぼした影響について、収

入に関しては、「患者数の減少」と回答等する

関しては、「消費

増税による影響」と回答する割合が高くなって

なお、支出のその他としては、
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平成 26 年度診療報酬改定については、その

影響を最小限にとどめるべく対策を

もかかわらず、消費増税分については回避する

ことができず、さらに患者数の減少等もあり、

それをカバーできるほど収入は上がらなかっ

たものと思料される。
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各病院ともに入院基本料等の

医薬品・医療材料費の削減など、収

様々な方法を模索し実行した

結果、やや改善したと捉えることができる。一

避けらない状況にあるも

アンケートでは病院規模が大き

くなるほど利益減となると回答した割合が高

かったのに対し、今回のアンケートではその特

病床規模による明確な差

点があげられる。 

 

年度診療報酬改定については、その

影響を最小限にとどめるべく対策を講じたに

もかかわらず、消費増税分については回避する

ことができず、さらに患者数の減少等もあり、
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（図表 4）収支実績に及ぼした影響

※ グラフ内の数値は回答数 

 

3. 病床機能報告制度 

【10 対 1、療養を中心に未定も多く、

の立ち位置を模索か】 

平成 26 年 10 月より病床機能報告制度がス

タートしたが、「現在」の医療機能に

当然のことながら「高度急性期」

（92％）、「急性期機能」では 10

「回復期機能」では回復期リハ

性期機能」では療養病棟（86％）を有する各

病院が各々の機能を担っているとの回答

った。 

さらに本設問に併せて「今後の方向性」の

医療機能についてもアンケートを行ったが、

「現在」の医療機能の回答とほぼ同様の傾向

であった。ここで「現在」と「今後の方向性」

の医療機能の共通事項として注目すべき点は、

10 対 1 と療養病棟において「未定」と回答し

ている割合が高かったことである。

アンケートの実施時期が病床機能報告制度の

報告期限より前であったこともあり、「未定」
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影響の主な理由 

、療養を中心に未定も多く、自院

月より病床機能報告制度がス

の医療機能については、

「高度急性期」では 7 対 1

10 対 1（52％）、

は回復期リハ（71％）、「慢

％）を有する各

病院が各々の機能を担っているとの回答であ

さらに本設問に併せて「今後の方向性」の

医療機能についてもアンケートを行ったが、

「現在」の医療機能の回答とほぼ同様の傾向

であった。ここで「現在」と「今後の方向性」

の医療機能の共通事項として注目すべき点は、

と療養病棟において「未定」と回答し

割合が高かったことである。もちろん

アンケートの実施時期が病床機能報告制度の

報告期限より前であったこともあり、「未定」

との回答であったが、周辺地域の医療機関の

兼ね合いのなかで、直前まで

や立ち位置について決めかねている部分があ

るものと思料される。 

また前回のアンケートでは病院規模が小さ

な病院ほど「未定」と回答した割合が高かっ

たのに対し、今回はそうした傾向は見られな

かった。 

 

4. 病床機能変更の可能性

【現時点では診療報酬改定等に伴う大きな

動きは見られず】 

平成 26 年 10 月 1 日時点で算定している入

院基本料等における変更や今

性については、全体的に「現状維持」と回答

する割合が高くなっている（図表

現時点では、まだ平成 26

に伴う大きな動きは見られない

果となった。 
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日時点で算定している入

院基本料等における変更や今後の変更の可能

いては、全体的に「現状維持」と回答

なっている（図表 6）。よって

26 年度診療報酬改定等

見られないアンケート結
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（図表 6）平成 26 年 10 月 1 日時点における入院基本料等

※ グラフ内の数値は回答数 

一方、平成 26 年 4 月より新たに算定された

地域包括ケア病棟（管理料を含む）について、

それ以前の入院基本料等については、「亜急性

期」と回答する割合が最も高く、亜急性期入

院医療管理料の廃止に伴う代替が中心となっ

ている（図表 7）。しかしながら「

対 1」からの転換も一定数見られ、診療報酬改

定に伴う動きと捉えることができる。また地

 

（図表 7）地域包括ケア（管理料を含む）算定以前の入院基本料等

※ ％は地域包括ケア（管理料を含む）を算定した病院数を分母とし、それ以前の入院基本料等
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日時点における入院基本料等及びその動き 

  

月より新たに算定された

地域包括ケア病棟（管理料を含む）について、

それ以前の入院基本料等については、「亜急性

期」と回答する割合が最も高く、亜急性期入

院医療管理料の廃止に伴う代替が中心となっ

）。しかしながら「7 対 1」、「10

」からの転換も一定数見られ、診療報酬改

定に伴う動きと捉えることができる。また地

域包括ケア病棟（管理料を含む）については、

「療養」からの算定も可能であるが、その割

合は 8％にとどまっている。そもそも療養病床

にとって算定要件のハードルが高いのか、そ

れとも周辺医療機関との兼ね合いによる様子

見の状況なのか、その要因については定かで

はないが、今後の動きに注目していきたい。
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域包括ケア病棟（管理料を含む）については、

「療養」からの算定も可能であるが、その割

％にとどまっている。そもそも療養病床

にとって算定要件のハードルが高いのか、そ

機関との兼ね合いによる様子

見の状況なのか、その要因については定かで

はないが、今後の動きに注目していきたい。 

（複数回答） 

 

％は地域包括ケア（管理料を含む）を算定した病院数を分母とし、それ以前の入院基本料等

％とならない。 
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5. おわりに 

【診療報酬改定そのものよりも消費増税の

影響が大、今後はさらに医療連携体制構築

に向けた動き】 

平成 26 年度診療報酬改定や消費増税後半年

が経過したことに伴い、前回（平成

のアンケートに引き続き、各病院に与えている

影響やその後の動き等についてアンケートを実

施したが、収支については診療報酬改定そのも

のよりも消費増税の方が病院経営に与える影響

は大きい結果となった。 

平成 26 年度診療報酬改定では、「医療機関の

機能分化・強化と連携」がキーワードとなって

おり、特に 7 対 1 入院基本料の算定要件

化が注目されていた。今回のアンケート

では、個別の意見として 7 対 1に

病院を中心に「厳しい改定内容」

ったが、一方で「診療報酬改定の

受けていない」と回答する病院も

 
（図表 8）医療連携体制の構築に向けた取り組み

※ グラフ内の数値は回答数 
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よりも消費増税の

影響が大、今後はさらに医療連携体制構築

や消費増税後半年

前回（平成 26 年 5 月）

各病院に与えている

アンケートを実

診療報酬改定そのも

のよりも消費増税の方が病院経営に与える影響

診療報酬改定では、「医療機関の

機能分化・強化と連携」がキーワードとなって

の算定要件の厳格

今回のアンケートのなか

に該当する中小

」との意見もあ

診療報酬改定の影響はさほど

病院もあり、病院ご

とに診療報酬改定に対し、かなりの

るものと思料される。しかしながら、消費増税

についてはどの病院においても共通の課題で

あり、当面の課題としては、

病院にとってインパクトが大きかったものと

考えられる。さらに個別の意見として

院に対する消費増税への対応が不十分

の存続のために課税すべき

った。こうした状況もあり、病床機能

する動きは徐々に始まっているものの、まだ

字に顕著に表れるほど大きな動き

いないものと考えられる。

そのようななか医療連携体制を構築する動

きについては、病床規模にかかわらず「

施済みで、今後さらに強化する予定

在実施していないが、今後実施予定」と回答す

る割合が大多数を占め、大きく

ことが認識される（図表

医療連携体制の構築に向けた取り組み 
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診療報酬改定に対し、かなりの温度差があ

。しかしながら、消費増税

どの病院においても共通の課題で

当面の課題としては、実はこちらの方が

病院にとってインパクトが大きかったものと

個別の意見として「国の病

消費増税への対応が不十分」、「病院

課税すべき」との回答も多数あ

こうした状況もあり、病床機能変更に関

始まっているものの、まだ数

ほど大きな動きには至って

。 

そのようななか医療連携体制を構築する動

病床規模にかかわらず「現在実

みで、今後さらに強化する予定」または「現

今後実施予定」と回答す

大きく動き出している

（図表 8）。 

 
100%

現在実施済み

で、今後さら

に強化する予

定

現在実施して

いないが、今

後実施予定

現在実施して

おらず、今後

の実施につい

ても未定
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具体的な取り組みとして「勉強会等を交えた

病病連携、病診連携の更なる強化」、「地域にお

ける連絡会の設置、参加」、「MSW、相談員等の

増員及び医療機関等への訪問活動」等の意見が

多数であった。一方で「介護施設等との連携」

を挙げる意見もあり、医療・介護一体での連携

体制の構築が不可欠であることがうかがえる。 

平成 26 年度診療報酬改定の一つに在宅復帰

への流れが評価され、それが報酬にも反映され

ている。各医療機関における患者の紹介・受け

入れ等において、在宅復帰の有無が連携体制の

構築に左右することも見込まれることから、病

床機能変更の動きは今後加速していくものと

推測される。 
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